再評価調書
１事業概要

	事業名
	宝持山地区急傾斜地崩壊対策事業

	担当部署
	都市整備部河川室ダム砂防課砂防グループ（連絡先　06－6944－9302）

	事業箇所
	箕面市箕面一丁目

	再評価理由
	事業中止


	目的
	がけ崩れによる災害から府民の生命・財産を保護するため、傾斜30度以上、高さ5ｍ以上のがけ崩れの恐れのある急傾斜地において、急傾斜地崩壊対策施設の整備を推進する。

	内容
	擁壁工　　

　　L=240ｍ

	事業費

（　）内の数値は計画時点のもの
	全体事業費：約3.0億円（約3.0億円）　　　     うち投資済事業費：約0.1億円

（内訳）調査費等約0.2億円（約0.2億円）　　　（内訳）調査費等約0.1億円

用地費　約　0億円（約　0億円）　　　　　　　用地費　約　0億円

　　　　　工事費　約2.8億円（約2.8億円）　　　　  　　工事費　約　0億円

	
	【事業費の変更理由】

―
	【工事費の内訳】
擁壁工　約2.8億円（約2.8億円）

	事業費の変動要因
	―

	維持管理費
	―

	上位計画
	○大阪府都市基盤整備中期計画（案）改定版（平成17年3月策定）

	関連事業
	―


２事業の必要性等に関する視点
	
	【事前評価時点H19】
	【再評価時点H23】
	【変動要因の分析】

	事業目的に

関する諸状況
	○災害発生の危険度
　斜面状況は、崩壊跡が多数見られ、露岩部の風化も著しい。

○保全対象

人家戸数　３７戸

市道　　４００ｍ
	○災害発生の危険度

　斜面状況は、崩壊跡が多数見られ、露岩部の風化も著しい。

○保全対象

人家戸数　３７戸

市道　　４００ｍ

	―

	地元等の
協力体制等
	防災事業として認識されており、事業に対する協力をいただいている。
	急傾斜地崩壊対策事業を行うために必要な急傾斜地崩壊危険区域の指定のための地権者の同意が得られなかった。
（H20.10.20,H20.12.5,

H21.2.16

と全体説明会開催）
	当該箇所は、山すそに広がる新興住宅地であり、一部地権者が財産価値下落等を危惧し、事業実施に対し強行に反対。同意については、約7割頂いている。

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	Ｂ／Ｃ＝4.93

便益総額

Ｂ＝13.57億円

総費用

Ｃ＝2.75億円
（Bの内訳）

家屋・家庭用品

9.63億円

公共施設

道路　0.18億円

人的被害　3.76億円
（Cの内訳）

擁壁工
2.75億円
	－

	事業中止により算出なし

	事業効果の

定性的分析
（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	対策施設の整備により、急傾斜地崩壊危険箇所の安全性が飛躍的に向上する。
	対策施設の整備により、急傾斜地崩壊危険箇所の安全性が飛躍的に向上する。
	―




	
	【事前評価時点H19】
	【再評価時点H23】
	【変動要因の分析】

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	①H２０年度
②H２０年度

③H２４年度
	①H２０年度

②H２０年度

③中止
	事業実施に必要不可欠な地権者の同意が得られなかったため

	＜進捗状況＞
	
	・工事　0％


	

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	・急傾斜地崩壊対策事業については、本来は地権者等が対策を行うべきものであるが、所有者等の施工が困難とみられる場合は要望により府が施工している。


・本箇所も地元からの要望書が提出されたことから、事業に着手したものの、工事を行うにあたり必要となる『急傾斜地崩壊危険区域』の指定について指定予定の区域の地権者の全員の同意が得られていないことから、府が行う事業としての必要性が低下していると思われるため、中止する。



３事業の進捗の見込みの視点

	今後の見通し
	・急傾斜地崩壊危険区域の指定に必要な地権者の同意が得られていないため、事業の継続は困難である。
・土砂災害防止法による区域指定や市の警戒避難体制の確立、危険箇所のパトロールの実施、ハザードマップ・土砂災害警戒情報等により地元住民への指導周知を徹底する。

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	・地権者との同意が得られず着工の目途が立たないため中止する



４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性
	―

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	―


５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	―

	前回評価時の意見具申と府の対応
	―

	その他
	―



６対応方針（案）

	対応方針（案）
	○中止

＜判断の理由＞

・急傾斜地崩壊対策事業は地権者等から要望を受けての事業であるものの、事業を行うための急傾斜地崩壊危険区域の指定同意が得られていない状況では対策工事を行うことができないため、事業を中止する
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※急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（第12条）


都道府県は、当該急傾斜地の所有者、管理者若しくは占有者又は当該急傾斜地の崩壊により被害を受けるおそれのある者が施行することが困難又は不適当と認められるものを施行するものとする。
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